


























 憲法学における プリ コミ ッ トメ ン トの意義
 (主査)
 教授 蟻川 恒正 教授 辻村 みよ子
 論文内容の要旨
 本論文は, 現代アメ リカ憲法学の重要な研究課題になりつつある 「プリ コミッ トメ ン ト」
 に関する諸理論を検討することを通 じて, 憲法問題の基底にある 「立憲主義と民主主義の
 相克」 (違憲立法審査制の根底にある r法0)支配」 と民主主義との対抗問題) を根源的に
 解明しようとする基礎理論研究である。 憲法学において, 主権者が自己制限することの比
 喩と して言及されてきた, 人間のプリコミッ トメ ン トという行動 は, はじめ経済学の分野
 で, 個人の賢明な行動のための戦略の一つと して理論化されたものである。 このようなプ
 リコミッ トメント理論を, 現代アメリカ憲法学は, 「立憲主義と民主主義の相克」 が議論
 される際の最重要課題に適用 しょうとした。 すなわち, 多数者の意思に従った決定をそれ
 に反する憲法によって覆すことができるのは何故か, という 「憲法の正当性」 に向けられ
 た問いへの応答理論と して展開するいくつかの重要な試みを提示 しつつある。 本論文が着
 眼するのはこのような理論動向である。
 第一章では, 憲法学上のプリコミッ トメント理論を検討する前提と して, そもそもプリ
 コミッ トメ ン ト理論とはいかなるものであるのかを明らかにするために, 経済学や行動科
 学の分野における個人の行動戦略と してのプリ コミッ トメ ン ト理論の紹介・点検が行われ
 る。 アメリカ憲法学が, プリコミッ トメント理論を, 情熱に駆られて望ま しく ない選択を
 しないように多数者が理性的な状態にあるときに予め行う自己拘束として基本的に理解
 しなが ら, 最新の憲法学説において, より精緻なプリコミッ トメ ント理論が展開されつつ
 あることを, 政治学者のヤン・エルスターのプリコミッ トメ ン ト理論に依拠 して, 議論す
 る。 本論文では, さまざまなプリコミッ トメ ントの定義づけのなかから, その最大公約数
 を取り出し, 「ある時点 (T1) でのある決定がなければ, おそらく は後の時点 (T2) で
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 行われないであろう行動を実現するために, T1 の時点で, ある決定を行うこと」 という
 プリ コミッ トメ ン トの暫定的 定義を構築することによって, 論者によって着眼点の全く 異
 なるプリコミッ トメ ントを論ずる共通の土俵を設定する。 それにもとづいて, 個人がプリ
 コミッ トする目的と手段の検討が行われる。 プリコミッ トメ ントの目的には, T2 の時点
 で情熱により引き起こされる害悪を防ぐという典型的な目的のほか, T1 の時点で抱いた
 理想を全うするという情熱を T2 の時点で失わないようにするというものな ど, 複数のも
 のが存在する。 また, プリコミッ トメ ン トの手段 も, T1 の時点の決定が因果的ない し強
 制的に T2 の時点で実現されるものや, T1 の時点の決定の実現を第三者の判断に委ねる
 ものなど多様である。 本論文は, これらに加えて, プリコミッ トメントの合理性は, プリ
 コミッ トメ ン トの目的と手段 の相関関係によって判断されるべきものであることを, 解明
 した。 さらに, プリコミットする 「主体」 について, 倫理学者のデレク・パーフィットと
 法哲学者のジェ ド・ルーベンフェル ドの人格観の詳細な比較分析が行われ, そこから, 両
 者が 両極の人格観を採用 していることが明らかにされ, 人格観の相違が憲法学に個 人のプ
 リコミッ トメ ン ト理論を応用する際の重要な理論上の分岐点となることが, 示唆される。
 第二章では, アメ リカ憲法学に経済学上のプリコミッ トメ ン ト理論を導入 しょうとする
 試みを解釈・評価するにあたって, 集団における行動戦略と してのプリコミッ トメ ン ト理
 論を導入するという選択 と, 単一 の集合体を想定 しそれに個人の行動戦略と してのプリ コ
 ミッ トメ ン ト理論を応用 するという選択があることが示される。 それぞれの可能性が模索
 された後に, アメリカ憲法学で議論されているプリ コミッ トメ ン ト理論は, プリコミット
 する主体として, 「人民」 といった単一の集合体を観念して, 個人の行動戦略としてのプ
 リコミッ トメ ン ト理論を応用 しょうとする議論であることが論証される。 その上で, アメ
 リカ憲法学におけるプリコミッ トメ ン ト理論を分析するための枠組と して, 憲法上のプリ
 コミッ トメ ントに関する議論を二つの型に分類する。 プリコミッ トメ ントの主体に焦点を
 当てる議論 と, プリコミッ トメ ン トの内容・帰結に着目する議論である。 前者の議論に関
 しては, そもそもプリコミッ トメ ン トの主体とみなしうる単一の集合体を観念することが
 可能であるか, 仮に可能であると して, そのような集合体が T1の時点で行った決定を実
 現する機構を想定する こ. とは可能であるか, といった, 憲法上のプリコミッ トメ ン トが真
 正の 「自 己」 拘束であるといえるか否かを争点として提示する。 これに対 し, 後者の議論
 に関 しては, 憲法に規定された政教分離や権力分立の制度等が憲法上のプリコミッ トメ ン
 トを実現する手段と して意味づけ直され, このような視点から, 改めてこれらの諸制度の
 合理性が探求されるべきであると提言す る。
 第三章では, 「立憲主義と民主主義の相克」 という問題の再定義に向けて, まず, 現代
 アメリカ憲法学を代表する5人の論者によるプリコミッ トメ ン ト理論一プリ コミッ トメ
 ン ト理論についての原理的位置を担うエルスターの議論, プリコミッ トメ ン トの内容・帰
 結に着目するスティーブン・ホームズ, ジョ ン・フェアジョ ンとロー レンス ・セイ ガーの
 議論, プリコミッ トメ ン トの主体に着目するジェ レミ 一・ウォル ドロ ンとルーベンフェル
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 ドの議論一が, 第二章で構築 した分析枠組に沿って, 紹介・検討される。 プリコミッ トメ
 ントの内容・帰結に着目する議論は, 憲法上のプリコミッ トメ ン トが合理的であることを,
 また, プリコミッ トメ ントの主体に着目する議論は, 憲法が多数者の意思を包含する一つ
 の集合体と しての r人民」 が行った r自 己拘束」 というプリコミッ トメ ントであることを,
 「憲法の正当性」 の根拠として提示する。 本論文は, このうち前者の議論に対しては, 合
 理性の判断には概 して意見の対立が見られるという限界を, 後者の議論に対しては, 主体
 の考察において集団を構成する個人は多様で意見の対立が見られることが充分に考慮さ
 れていないことによる限界を指摘する。 さらに, アメ リカ憲法学がプリコミッ トメ ントと
 して論 じている問題に直接・間接に言及する日本の憲法学説を取り出 し, そのそれぞれを,
 憲法上のプリコミッ トメン ト理論として再構成する。 そのなかに, 本論文は, 新たなプリ
 コミッ トメ ン ト理論を構築する萌芽を見出す。
 以上の作業を通 じて, 本論文は, 憲法上のプリコミッ トメント理論が 「憲法の正当性」
 という問いへの応答理論としての理論的限界を示すのは, それが単一の 「集合体」 を主体
 と したプリコミッ トメ ン ト理論であるということが最大の要因であると分析する。 本論文
 は, しかし, この憲法上のプリコミッ トメント理論の限界が顕わすのは, 立憲主義論の限
 界であると同時に, 民主主義論の限界でもある一意見の対立のある状況下で単一の集合体
 を想定すべきでないとすれば, 同 じ状況で多数者の意思に従わなければな らない理由も自
 明ではない一ことを示唆する。 さらに, 本論文は, 「立憲主義と民主主義の相克」 という
 問題を, なぜ人は自分と異なる意見にも従わなければならないのか, という問題と して再
 定義 し, この再定義された問いに応答することによって, 「立憲主義と民主主義」 の 「正
 当性」 をめぐる議論がはじめて可能になると論ずる。 これが, 「立憲主義と民主主義の相
 克」 という問題を考察するための新たな理論平面となるべきものであり, 立憲主義であれ
 民主主義であれ, 再定義された問いに答えるには, 窮極的には, それが自己の意思に反す
 るものであっても正式な手続にもとづく決定には従うという 「個人」 の最低限の 「プリコ
 ミッ トメ ン ト」 が不可欠であるということを, 著者は指摘する。
 論文審査結果の要旨
 憲法上のプリコミッ トメ ン ト理論の解明は, いまや日本の憲法学でも極めて重要な課題
 である。 それは, 近時の代表的な諸学説において, 明示的な言及を伴ってはいない場合で
 あっても, この理論がそれぞれの主張の機軸となる部分を構成 しており, その主張の隠さ
 れた一貫性を捉えようとするならば, 解明 しないわけにはいかない理論であるからである。
 それにもかかわらず, これを体系的に論 じた本格的研究は, 日本にはまだ存在 しない。 そ
 もそ も, 憲法上のプリコミッ トメ ン ト理論が発展を遂げてきたアメリカ 憲法学においてさ
 え, 論者によって問題関心が異なっており, 議論の統一的な把握は行われているとはいえ
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 ない。 本論文は, このような学界状況のなかで憲法学におけるプリコミッ トメ ントの意義
 を探求した, 我が国で唯一の基礎理論研究といえる。 本論文は, 憲法上のプリコミッ トメ
 ン ト理論の起源をなす経済学や心理学な どの諸理論にまで遡 り, それ ら他分野の業績の点
 検を行った上で, 憲法学において 議論されるべき プリ コミッ トメ ン ト理論の分析枠組を独
 自に構築 し, その枠組に沿って広く憲法学上の諸理論の検討を行うことを通 じて, 憲法学
 におけるプリ コミッ トメ ン トに関わる諸言説を大局的に提示することに成功 してお り, 学
 術研究と しての価値は極めて高い。
 また, 本論文は, 憲法学におけるプリコミッ トメ ント理論を, 「憲法の正統性」 に向け
 られた問いへの応答と して再構成することによって, 「立憲主義と民主主義の相克」 とい
 う憲法の最も基礎的な原理問題を, 問題それ自体を再定義することを通じて再考しようと
 する試みであり, その分析の結果も, 極めて貴重な内容となっている。 すなわち, 本論文
 は, 一方では, プリコミッ トメント理論が, 主権論の不在を特徴としてきたアメリカ憲法
 学に, 民主主義論からの主権論の分離をもたらす一つの萌芽となりうることを指摘する。
 同時に, 他方では, 「憲法の正統性」 を立証する議論としてのプリコミットメ ント理論に
 は理論的限界もあるものの, そのことは逆説的に民主主義の限界をも示 していると指摘し
 て, 「立憲主義と民主主義の相克」 という問題把握そのものの更なる深化・進展を促すこ
 とに成功している。 「立憲主義と民主主義の相克」 を基礎原理へと掘り下げて追究する本
 論文は, いわゆる違憲審査制革命が西欧諸国等への波及を見せている今日において, アメ
 リカ憲法研究にと どま らない広い理論的射程を もつものである といえる。
 加えて, 本論文の全体には, 上述した憲法の基礎原理を 「法の権威」 に関する普遍的な
 法原理問題にまで追い詰めようとする問題意識が貫かれており, 「法の権威」 論における,
 r正当性 (justifiability)」 と r正統性 (legitimacy)」 という基礎概念の緊密 な関係性が,
 「憲法の正統性」 に関する憲法上のプリコミッ トメ ン ト理論という素材の検討全体を通じ
 て, 浮き彫りにされている。 その意味で, 本論文は, 憲法理論の背後にあって諸理論相互
 の対照を可能とするために共有されるべき法 の基礎理論を 呈示 するという意義をも担い
 うるものであるといえる。
 本論文には不十分な点がないわけではない。 本論文は, その検討対象が, 憲法学上の理
 論蓄積がいまだ充分ではないものであることか ら, 経済学等の理論に依拠 しなければなら
 ず, 経済学等の理論分析自体においても, 本論文に独自の切り込みは見られない。 しか し,
 これらの点は, 未開拓の基礎理論を検討する際には不可避のことであり, 本論文の価値を
 損なうものとは言えない。 憲法の原理的問題に, その背後にある法の基礎理論を視野に入
 れた上で, 「プリコミッ トメ ン ト」 という新たな視角を導入して取り組んだ本論文の著者
 が, この壮大な研究主題を, この論文にあらわれた着実で重厚な研究姿勢を継続させなが
 ら今後 一層 深めることによって, 本論文の研 究成果をより広がりのある研究へ と発展 させ
 ていく こと を確信するものである。
 以上により, 本論文を博士 (法学) の学位を授与するに値するものと認める。
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